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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第16期
第１四半期
連結累計期間

第17期
第１四半期
連結累計期間

第16期

会計期間

自平成27年
４月１日
至平成27年
６月30日

自平成28年
４月１日
至平成28年
６月30日

自平成27年
４月１日
至平成28年
３月31日

売上高 （千円） 774,352 687,996 4,866,682

経常利益 （千円） 180,540 136,428 813,209

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 140,686 104,657 458,017

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 127,458 102,979 463,681

純資産額 （千円） 3,370,354 3,719,196 3,706,577

総資産額 （千円） 3,999,650 4,351,862 4,822,811

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 24.59 18.23 79.86

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 24.52 － 79.81

自己資本比率 （％） 82.9 83.7 75.3

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については

　　　　　記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第17期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有す

る潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断し

たものであります。
 
（1）経営成績に関する分析

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、6月日銀短観によると、年始からの円高傾向や新興国経済の

減速等を背景に、大企業全産業のDI（業況判断指数）は前回調査より1ポイント悪化のプラス12と景況感が悪化する

など不透明感が増してきております。

　一方、当社の属する情報サービス業界については、2016年度ソフトウェア投資計画が、前回調査の前年度比1.5%

増加から4.4％増加（6月日銀短観：ソフトウェア投資額（全産業）参照）に上方修正されるなど、全般的にIT投資

の拡大基調が続いています。

　このような経営環境の下で、当第１四半期連結累計期間の当社グループの経営成績は下記のとおりとなりまし

た。

売上高 687,996千円 （前年同期比11.2％減）

営業利益 135,707千円 （前年同期比24.6％減）

経常利益 136,428千円 （前年同期比24.4％減）

親会社株主に帰属する

四半期純利益
104,657千円 （前年同期比25.6％減）

 
　特筆すべき事項を記載すると下記のとおりです。

①売上高については、主にサービス、製造、建設及び金融業等を中心とする既存顧客からの受注が堅調に推移し

たものの、前年同期には長期請負案件の売上計上があったことなどから、前年同期比86,355千円減少（11.2％

減）の687,996千円となりました。
 
②損益面については、堅調な受注による高稼働とプロジェクトの品質管理を継続して徹底したことにより、売上

総利益率は前年同期の40.3％から42.8％に改善しました。

　一方で、主に上記①の減収により、当第１四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益はそれぞれ135,707千

円（前年同期比24.6％減）、136,428千円（前年同期比24.4％減）となりました。親会社株主に帰属する四半期

純利益については、連結子会社の補助金収入による特別利益の計上はあったものの、前述の理由により104,657

千円（前年同期比25.6％減）となりました。

 

　 （2）財政状態に関する分析

　　資産、負債及び純資産の状況

　総資産は、主に前連結会計年度末の売掛金の回収により、前連結会計年度末比9.8％減少の4,351,862千円となりま

した。

　また、負債についても、主に前連結会計年度末の未払金等の支払いや賞与の支払いにより、前連結会計年度末比

43.3％減少の632,666千円となりました。

　純資産は、主に親会社株主に帰属する四半期純利益の計上により、前連結会計年度末比0.3％増加の3,719,196千円

となりました。

 

　 （3）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

　 （4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　　　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会社

法施行規則第118条第3号に掲げる事項）は次のとおりであります。

　当社は、事業ドメインである「戦略的IT投資領域」への高付加価値サービスを通じて顧客満足度を向上させること

により安定的に事業成長することを基本的な経営方針としています。したがって、当社の事業遂行には、「戦略的IT

投資領域」に精通した者が取締役や業務執行者に就任し、事業の方針を決定し、業務執行体制を構築することが必要

であり、これによってはじめて当社の事業価値の維持・向上が図られるものと認識しております。以上が、会社の支

配に関する基本方針であります。

　現時点において、当社株式の大規模な買付行為に関する具体的な対応方針は特に定めておりませんが、上記の方針

に照らして必要であると判断した場合には、社内外の専門家を含めて検討したうえで適切に対応策を講じます。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 23,200,000

計 23,200,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成28年6月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年8月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,160,800 6,160,800

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

100株

計 6,160,800 6,160,800 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

当第1四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

 

決議年月日 平成28年3月31日

新株予約権の数（個） 3,700

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）
370,000

（注）1

新株予約権の行使時の払込金額（円）
94,000

（注）2

新株予約権の行使期間
自　平成29年 7月 1日

至　平成43年 4月27日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　　944

資本組入額　　　　472

（注）3

新株予約権の行使の条件 （注）4

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締

役会の決議による承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 該当事項はありません。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）5

（注）１．本新株予約権１個当たりの目的である株式の数（以下「付与株式数」という。）は、当社普通株式100株と

する。付与株式数は、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。以下

同じ。）または株式併合を行う場合、次の算式により調整されるものとする。ただし、かかる調整は、本新

株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数についてのみ行われ、調整

の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割（または併合）の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割または資本金の額の減少を行う場合その他これらの

場合に準じ付与株式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、付与株式数は適切に調整されるもの

とする。
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２．1株あたりの払込金額（以下「行使価額」という。）は金940円とする。ただし、本新株予約権の割当日後、

当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数

は切り上げる。

調 整 後

行 使 価 額
＝ 調整前行使価額 ×

1

分割（または併合）の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行または自己株式

の処分を行う場合（新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による自己株

式の移転の場合を除く。）、 次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げ

る。

    
既 発 行

株 式 数 ＋

新 規 発 行

株 式 数
×
１ 株 あ た り

払 込 金 額

調 整 後

行 使 価 額
＝
調 整 前

行 使 価 額
×

新規発行前の１株あたりの時価

既発行株式数 ＋新規発行株式数

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当社普通株式

にかかる自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、

「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

また、「時価」とは、当該新株の発行または自己株式の処分の払込期日の属する月の前月の各日（取引が

成立しない日を除く。）の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引終値の平均値（１円未満の端

数は切り上げる。）または割当日における当社普通株式の当社普通取引終値のいずれか高い金額とする。

さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その

他これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額

の調整を行うことができるものとする。

３．発行価格は、新株予約権の行使時の払込金額1株あたり940円に、新株予約権の発行価額1株あたり4円（新株

予約権1個あたり400円）を合算しております。

４．新株予約権の行使の条件

（1）新株予約権者は、下記の(a)、(b)又は(c)に掲げる各時期までに当社の経常利益が当該(a)、(b)又は(c)

に掲げる条件を満たした場合、各新株予約権者に割り当てられた本新株予約権のうち、それぞれ当該各

条件に掲げる割合（以下、「行使可能割合」という。）の個数を限度として、当該条件を満たした期に

係る有価証券報告書の提出日の属する翌月1日から行使することができる。

(a)平成33年3月期までに経常利益が13億円を超過した場合

行使可能割合： 10％

(b)平成38年3月期までに経常利益が16億円を超過した場合

行使可能割合： 40％

(c)平成38年3月期までに経常利益が20億円を超過した場合

行使可能割合：100％

なお、上記における経常利益の判定においては、当社の当該各期に係る有価証券報告書に記載される連

結損益計算書（連結損益計算書を作成していない場合、損益計算書）における経常利益を参照するもの

とし、国際財務報告基準の適用等により参照すべき項目の概念に重要な変更があった場合には、別途参

照すべき指標を当社取締役会で定めるものとする。また、行使可能割合の計算において、各新株予約権

者の行使可能な本新株予約権の数に１個未満の端数が生じる場合は、これを切り捨てた数とする。

（2）上記（1）にかかわらず、平成28年4月28日から平成29年4月27日までの期間において、東京証券取引所

における当社普通株式の普通取引終値が一度でも300円（ただし、割当日後に当社が株式の分割、併合

または無償割当てを行った場合には、その比率に応じて調整される。）を下回った場合には、本新株予

約権を行使することはできない。

（3）新株予約権者は、本新株予約権の割当日以降、新株予約権の権利行使時まで継続して、当社または当社

関係会社（財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則において規定される関係会社をいう。）

の取締役、監査役または従業員であることを要する。ただし、かかる要件を満たさない場合において

も、正当な理由があると当社取締役会が認めた場合は、この限りではない。

（4）新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

（5）本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式総数を超過する

こととなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

（6）各本新株予約権1個未満の行使を行うことはできない。

５．組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項
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当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生日に新

株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以

下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。ただ

し、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分

割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

（1）交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

（2）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

（3）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案のうえ、上記「新株予約権の目的となる株式の数」に準じて決定する。

（4）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のう

え、上記「新株予約権の行使時の払込金額」で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額

に、上記5.（3）に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額

とする。

（5）新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれ

か遅い日から上記「新株予約権の行使期間」に定める行使期間の末日までとする。

（6）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」に準じて決定す

る。

（7）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。

（8）その他新株予約権の行使の条件

上記「新株予約権の行使の条件」に準じて決定する。

（9）新株予約権の取得事由及び条件

下記に準じて決定する。

（a）当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割についての分割契約もしくは分

割計画、または当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画について株主総会の

承認（株主総会の承認を要しない場合には取締役会決議）がなされた場合は、当社は、当社取締

役会が別途定める日の到来をもって、未行使の本新株予約権の全部を無償で取得することができ

る。

（b）新株予約権者が権利行使をする前に、上記「新株予約権の行使の条件」に定める規定により本新株

予約権の行使ができなくなった場合は、当社は、当社取締役会が別途定める日の到来をもって、未

行使の新株予約権の全部または一部を無償で取得することができる。

（10）その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成28年4月 1日～

平成28年6月30日

 

－ 6,160,800 － 845,490 － 835,726

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第1四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　　　　　当第1四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成28年3月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

平成28年6月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　420,800 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　5,739,600 57,396 －

単元未満株式 普通株式　　　　400 － －

発行済株式総数 　　　　　6,160,800 － －

総株主の議決権 － 57,396 －

 

②【自己株式等】

平成28年6月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

ＵＬＳグループ株式会社

東京都中央区晴海一丁目

８番10号晴海アイランド

トリトンスクエアオフィ

スタワーＸ棟14階

420,800 － 420,800 6.83

計 － 420,800 － 420,800 6.83

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成28年４月１日から平

成28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,054,897 2,897,063

売掛金 1,913,415 375,053

仕掛品 27,762 260,390

その他 203,763 204,003

流動資産合計 4,199,838 3,736,510

固定資産   

有形固定資産 31,085 29,128

無形固定資産   

のれん 54,183 52,597

その他 7,042 6,726

無形固定資産合計 61,226 59,323

投資その他の資産   

投資有価証券 404,459 401,199

その他 126,202 125,699

投資その他の資産合計 530,661 526,899

固定資産合計 622,972 615,351

資産合計 4,822,811 4,351,862

負債の部   

流動負債   

未払金 129,745 90,423

未払費用 255,094 76,488

賞与引当金 320,440 47,007

未払法人税等 183,297 80,907

その他 210,415 321,594

流動負債合計 1,098,991 616,421

固定負債   

その他 17,242 16,244

固定負債合計 17,242 16,244

負債合計 1,116,234 632,666

純資産の部   

株主資本   

資本金 845,490 845,490

資本剰余金 1,185,919 1,185,919

利益剰余金 1,760,631 1,773,449

自己株式 △158,756 △158,756

株主資本合計 3,633,283 3,646,101

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △1,522 △3,784

その他の包括利益累計額合計 △1,522 △3,784

新株予約権 － 1,480

非支配株主持分 74,816 75,399

純資産合計 3,706,577 3,719,196

負債純資産合計 4,822,811 4,351,862
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

売上高 774,352 687,996

売上原価 462,405 393,770

売上総利益 311,946 294,226

販売費及び一般管理費 131,939 158,518

営業利益 180,006 135,707

営業外収益   

その他 533 721

営業外収益合計 533 721

経常利益 180,540 136,428

特別利益   

補助金収入 － 11,000

特別利益合計 － 11,000

税金等調整前四半期純利益 180,540 147,428

法人税等 53,357 42,187

四半期純利益 127,182 105,240

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
△13,504 582

親会社株主に帰属する四半期純利益 140,686 104,657

 

EDINET提出書類

ＵＬＳグループ株式会社(E05521)

四半期報告書

11/16



【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

四半期純利益 127,182 105,240

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 276 △2,261

その他の包括利益合計 276 △2,261

四半期包括利益 127,458 102,979

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 140,962 102,396

非支配株主に係る四半期包括利益 △13,504 582
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報

告第32号　平成28年６月17日）を当第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設

備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

 

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用

後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率

を使用する方法によっております。

 

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当第１四

半期連結会計期間から適用しております。

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期

連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却費は、次のと

おりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

減価償却費 2,436千円 2,547千円

のれん償却費 1,586千円 1,586千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

１．配当に関する事項

配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年6月22日

定時株主総会
普通株式 85,680 15  平成27年3月31日  平成27年6月23日 利益剰余金

 
 

 

２．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。
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Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

１．配当に関する事項

配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年6月24日

定時株主総会
普通株式 91,840 16  平成28年3月31日  平成28年6月27日 利益剰余金

 
 

２．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成27年4月1日　至平成27年6月30日）

　当社グループは、コンサルティング事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成28年4月1日　至平成28年6月30日）

　当社グループは、コンサルティング事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 24円59銭 18円23銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千

円）
140,686 104,657

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（千円）
140,686 104,657

普通株式の期中平均株式数（株） 5,721,344 5,740,000

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 24円52銭 －

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額（千

円）
－ －

普通株式増加数（株） 16,115 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－

　平成28年3月31日取締役会

決議に基づき発行した新株予

約権

　この概要は、第3（提出会

社の状況）（2）（新株予約

権等の状況）をご参照くださ

い。

 

(注）　当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有する潜在

株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年8月12日

ＵＬＳグループ株式会社

取締役会　御中

 

有限責任監査法人トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 手塚　正彦　　印

 

 指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 長塚　弦　　　印

 
　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＵＬＳグルー

プ株式会社の平成28年4月1日から平成29年3月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成28年4月１日から

平成28年6月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年4月1日から平成28年6月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠

して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＵＬＳグループ株式会社及び連結子会社の平成28年6月30日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 
 
　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。
２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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